
件 件 件 件 件 棟 世帯 人 人 千円 ㎡ ａ 台

年 月 総 数
(認知件数) 検 挙 件 数

凶 悪 犯 粗 暴 犯 窃 盗 犯 知 能 犯 風 俗 犯 そ の 他
平 成 ９ 年 8,763 62 208 7,906 340 73 174 5,474

10 10,304 43 178 9,445 330 91 217 5,650
11 11,376 91 218 10,426 279 91 271 5,373
12 12,804 60 253 11,512 215 115 649 3,647
13 16,805 60 351 14,276 625 131 1,362 3,939

平成13年10月 1,685 5 34 1,422 62 15 147 620
11 1,467 4 49 1,208 38 20 148 478
12 1,394 10 26 1,186 56 10 106 298

平成14年１月 1,253 3 20 1,057 31 2 140 359
２ 1,119 4 15 979 21 11 89 456
３ 1,253 4 25 1,093 28 6 97 625
４ 1,239 5 21 1,034 17 11 151 2,027
５ 1,623 4 33 1,364 28 14 180 1,378
６ 1,500 3 23 1,233 31 13 197 607
７ 1,378 6 25 1,140 36 8 163 295
８ 1,420 2 54 1,112 48 12 192 442
９ 1,543 7 64 1,217 41 14 200 569
10 1,729 6 42 1,405 49 16 211 765

資 料 出 所 石川県警察本部

年 月
出 火 件 数

焼損棟数 り災世帯 死 者 負傷者 損 害 額
焼 損 面 積 焼損車両

台 数総 数 建 物 林 野 車 両 その他 建 物 林 野

平 成 ９ 年 365 228 34 43 60 328 250 7 53 1,014,315 15,268 592 48
10 327 205 21 51 50 289 192 28 52 849,803 11,927 386 51
11 379 226 24 69 60 296 207 17 52 871,237 15,642 470 73
12 424 217 33 68 106 282 165 18 51 898,751 11,791 643 71
13 414 228 57 48 81 301 184 20 45 1,669,307 20,177 8,420 65

平成13年10月 31 23 － 3 5 28 14 3 8 85,218 1,011 － 8
11 30 20 1 8 1 26 17 3 － 47,967 512 1 8
12 21 16 － 3 2 19 14 2 2 80,185 1,167 － 3

平成14年１月 24 18 － 3 3 21 22 2 5 89,940 1,530 － 3
２ 34 20 1 6 7 25 22 1 8 103,908 503 9 6
３ 50 29 7 6 8 r 42 35 2 6 70,976 1,662 156 6
４ 42 21 6 4 11 28 15 － 7 98,104 1,432 53 4
５ 32 20 3 8 1 26 18 2 4 330,363 5,950 121 8
６ 41 20 6 2 13 28 20 1 3 30,205 615 36 2
７ 21 17 － 4 r 5 19 13 － 8 28,192 730 － 4
８ 29 15 3 2 9 16 11 1 － 24,654 458 25 2
９ 39 18 6 4 11 17 13 － 2 15,861 68 65 4
10 31 20 1 3 7 30 19 － 6 46,075 1,243 － 3

資 料 出 所 消防防災課
(注) ｢焼損棟数｣―全焼・半焼・部分焼含む｡ ｢り災世帯｣―全損・半損・小損含む｡ ｢損害額｣―建物・林野・車両・その他含む｡

24 社会

30 刑法犯認知・検挙件数
単位：件

31 火 災 発 生 状 況

Ⅴ 統 計 豆 辞 典
社会生活基本調査

社会生活基本調査の実施は､ まず､ 総務省統計局・統計センターにおいて調査対象となる地域の選定や､ 調
査内容の検討が行われます｡
次に､ 総務省統計局・統計センターによる地域の決定に伴い､ 各都道府県は調査員を設置し､ 調査員事務説
明会を開催します｡ 調査員は調査対象地域内の全ての世帯を訪問して世帯名簿を作成し､ 各都道府県に提出し
ます｡ そして､ それをもとに各都道府県が選定した世帯を調査員が訪問して､ 調査票の記入を依頼し､ 調査対
象世帯の記入後､ 調査票を取集し､ 各都道府県に提出します｡
各都道府県は調査員から提出された調査票を整理し､ 総務省統計局・統計センターに提出します｡
最後に総務省統計局・統計センターによって､ 全国の調査票が集められ､ コンピュータで集計し､ 結果が報
告書としてまとめられます｡
このような､ 過程を経て､ 調査結果の概要がインターネットなどを通じて公表されるわけです｡ また､ 他の
多くの統計調査が同様の方法で行われています｡




